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　最初にトラック業界の現状について説明します。国
内貨物輸送量でみると９割をトラックが運んでいます。
トラック事業所は、99.9％が中小事業者で構成され
ており、ほかの業界に比べて中小企業が多く、そのた
め営業利益率が低いことも業界の大きな特徴と言えま
す。
　そういった状況のなかで、2018年に働き方改革関
連法が成立し、トラック業界では、時間外労働の上限
規制をいかに適用するかということが大きな課題に
なっています。一般則では、時間外労働の上限は年
720時間になりましたが、トラック業界は長時間労働
が常態化していることもあり、自動車運転者の業務で
はトラック、バス、タクシーについては、2024年度
から960時間でスタートすることになっています。
　当協会のホームページを見ていただくと分かります
が、今、この時間外労働時間960時間を達成するため
のアクションプランなどを作って、960時間の順守に
向けてさまざまな対策をとっているところです。

トラック業界から複数の
最高裁判決

　最初にトラック業界は中小企
業が99.9％を占めるとお話し
しましたが、中小事業者のなか
においても、同一労働同一賃金
に関して最高裁の判決が複数社、
出ています。事例をふまえて今
後どのように対応していったら
いいかということの、対策を
とっているところです。まず、
最高裁の判決の内容について簡
単に説明したいと思います。
　シート１がA社の判例です。
期間の定めのある契約社員と正
社員との間の待遇差に関する判

例です。
　無事故手当や作業手当、給食手当、通勤手当、皆勤
手当など、さまざまな手当がトラック業界には根強く
存在しているのですが、住宅手当を除く諸手当が全て、
この判決では不合理と判断されました。その差額の支
払いを会社は命じられました。
　２つ目の事例は、B社の判例です（シート２）。定
年退職後に再雇用された嘱託社員と正社員の待遇差に
関する判決でした。こちらも手当をめぐる話で、精勤
手当や超勤手当における待遇差が不合理という判決が
下されています。
　３つ目はC社の事例です（シート３）。これは期間
の定めのある契約社員と正社員の待遇差に関する判決
でした。年末年始の勤務手当、年始期間の勤務に対す
る祝日の手当、扶養手当、私傷病の病気休暇、夏期冬
期の休暇などが全て不合理という判断を下され、会社
に支給を求めたというような内容となっています。
　このほかにもトラック業界での裁判例があるのです
が、この代表的な３つの事例を基にして、協会として
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事例報告３

トシート１ ラック運送事業者が関わる最高裁判例

①Ａ社の判例（平成30 年6 月1 日 最高裁判決）
～期間の定めのある契約社員と正社員との間の待遇差に関する判例～
Ａ社において、有期雇用契約に基づいて勤務する契約社員（一般貨物自動車の運転者）が、
正社員である通常の労働者と職務の内容が同一であるにも関わらず無事故手当、作業手
当、給食手当等の諸手当や賞与、定期昇給、退職金に差を設けるのは無効であるとして、
労働契約法第20 条に基づき、正社員に対して支給された無事故手当、作業手当、給食手

当、住宅手当、皆勤手当、通勤手当との差額の支払いを会社に対して求めるなどの請求を
したもの。

由理決判裁高最遇待

無事故手当 不合理 優良運転者の育成、安全な輸送による顧客の信頼獲得という目的は同じ

作業手当 不合理 特定の作業に対する手当であれば、同じ作業を行うものは同じ

給食手当 不合理
勤務時間中に食事をとる必要性は、職務の内容・配置の変更範囲が異なることとは関係が
ない

通勤手当 不合理
労働契約の期間の定めの有無によって通勤に必要な費用は異ならない。職務の内勤に必要
な費用の多寡に直接関係はない

住宅手当 不合理とはいえない
正社員は転居を伴う異動が予定されており、契約社員よりも住宅に要する費用が多額とな
る可能性がある

皆勤手当 不合理
出勤するものを確保することの必要性は差異が生じない。また、契約社員は勤務成績によ
り契約更新時の時間給の増額が行われるとの規則に対して、皆勤時に増額が行われた事実
がない
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『トラック運送業のための同一
労働同一賃金の手引き』を作成
し、会員業者に配付しました。
作成にあたり、協会のホーム
ページにも内容を説明する動画
を掲載すると同時に、2021年
度は、18の都道府県の協会で
20カ所、セミナーを開催し、
会員事業者に対して周知活動を
行いました。

協会としてトラック運送 
業界での考え方をまとめる

　同一労働同一賃金にかかるト
ラック協会の考え方というもの
を、シート４のとおり、簡単に
まとめています。
　正社員と非正規社員を比較し、
職務の内容や、職務内容と配置
の変更の範囲、また、その他の
事情等を総合して、全く違いが
ないのであれば、全ての待遇を
同じにしなければならないとい
うのは当たり前のことです。そ
こはきちっと対応しなくてはい
けません。
　また、少しでも正社員と非正
規社員を比較して、違いがあれ
ば、きちっと説明ができて、そ
の相違のバランスがとれている
ということが大前提だと考えて
います。

仕事に違いがあれば待遇に違いがあっても
説明できる

　具体的な例をみると、シート左側の例、非正規社員
と正社員の仕事の内容が全て同じという場合は、先ほ
ど述べたとおり、賃金、賞与、退職金など全ての面で
待遇を同じにしなくてはいけません。
　右の例は、正社員のドライバーと非正社員のドライ
バーで業務が異なる場合です。正社員は、後輩への指
導業務など運転以外の業務を複数こなしていたり、配

置転換等の命令によって配車や倉庫の業務なども行っ
たりと、非正規社員とは仕事に違いがあるというケー
スです。こうした場合は、待遇に違いがあっても説明
することができます。
　非正規のドライバーは決まった仕事だけをするとい
うこと、また、配置転換もしないということも明記す
る必要があります。
　手当もさまざまありますが、やはり、生活保障的な
手当は、正社員も非正規社員も同じにしなくてはいけ
ないということが大前提になってきますので、その点
もふまえて対応しなくてはいけないと考えています。

トラック運送事業者が関わる最高裁判例

②Ｂ社の判例（平成30 年6 月1 日 最高裁判決）
～定年退職後に再雇用された嘱託社員と正社員の待遇差に関する判例～
Ｂ社において、60 歳で定年退職した後に、1 年間の有期労働契約を締結して嘱託社員とし

て再雇用された社員ら（一般貨物自動車の運転者）が、定年退職前と職務の内容が同一
であるにも関わらず、賃金格差が存在しているのは不合理であるとして、労働契約法第20 
条に基づき、正社員に対して支給される賃金との差額等の支払いを会社に対して求めたも
の。

由理決判裁高最遇待

精勤手当 不合理
嘱託社員と正社員との職務の内容が同一である以上、両者の間でその皆勤を奨励する必
要性に相違はない

役付手当 不合理とはいえない
正社員のうち、役付者に対して支給されるものであり、年功給、勤続給的性格のものでは
ない

住宅手当 不合理とはいえない
嘱託社員は定年後の再雇用であるという観点から、長期間にわたり雇用することは通常
想定されていなく、老齢厚生年金の支給を受けることが見込まれており、それまでも調整
給を支給されている

家族手当 不合理とはいえない

賞与 不合理とはいえない

超勤手当
（精勤手当分）

不合理
嘱託社員には精勤手当を支給しないことは不合理であるとの判断を踏まえ、超勤手当の
算定基礎に精勤手当を含めないという違いは不合理

シート２

トラック運送事業者が関わる最高裁判例

③Ｃ社の判例（令和2 年10 月15 日 最高裁判決）
～期間の定めのある契約社員と正社員の待遇差に関する判例～
Ｃ社において、有期労働契約を締結して勤務する契約社員らが、正社員との間で休暇の取
得などの労働条件や諸手当の支給の有無などの賃金格差が存在しているのは不合理で
あるとして、労働契約法第20 条に基づき、年末年始勤務手当や年始期間の勤務に対する

祝日給、扶養手当、私傷病の有給休暇、夏期冬期休暇などの支給を会社に対して求めた
もの。

由理決判裁高最遇待

年末年始勤務手当 不合理
年末や年始の最繁忙期に勤務したこと自体が支給要件であり、その趣旨は契約社員にも
当てはまる

年始期間の勤務に
対する祝日給

不合理

扶養手当 不合理
手当の趣旨は継続的な雇用を確保することであり、継続的に職務に就くことが見込まれ
る契約社員にも、その趣旨は当てはまる

私傷病の病気休暇 不合理

夏期冬期休暇 不合理
繁忙期に限定された短期間の勤務ではなく、業務の繁閑に関わらない勤務が見込まれて
いる契約社員にも、心身の回復を図るための休暇の趣旨は当てはまる

シート３
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事業者は就業規則や各種
規則の整備を

　正社員と非正規社員との間で
仕事の内容が異なる場合には、
就業規則や各種の規定で、その
判断基準を明確にして、書面で
残すことがとても大事です。
シート５は判断基準の例になり
ます。
　例①では、正社員は運行管理
の業務も兼務する一方、短時間・
有期雇用労働者は運転業務のみ
である場合の判断がどうなるか
を示しています。例②は、正社
員は荷役作業があり、また、配置替えがあると明記す
る一方、短時間・有期雇用労働者は荷役作業も配置換
えもないのであれば、職務の内容などは異なると判断
されるという例になります。一方、例③の場合は、本
当に業務が両者同じですから、業務も違いはなく、ま
た管理責任も同様であると判断されるということを示
しています。
　倉庫業務についても、本社への配置転換の有無をき
ちんと明記したり、倉庫業務のなかで
も転居に伴う異動の可能性があること
など、正社員と非正規社員の間の仕事
の区分を明確にすることが非常に大事
だと考えていますので、事業者には各
種規則や就業規則をきちっと整備して
いただきたいと考えています。
　こういうことは当たり前のことなの
ですが、当たり前のことをきちっと文
書化して、労使で確認し、説明すると
いう対応がとても大事になります。

すでに対応して賃金体系を統一
した事業者も

　すでに同一労働同一賃金に対応して
いる事業者もいます。そうした事業者
の事例を３点ほど例示しました。
　A社の場合ですが（シート６）、賃
金体系を変更して、正社員と嘱託・契

約社員の賃金体系を統合したという内容になります。
正社員の賃金体系が、基本給のほか、無事故手当、家
族手当、住宅手当、通勤手当、割増賃金などさまざま
な項目で構成されていたものを、非正規社員も同じよ
うに統合して、賃金体系を統一したという例です。
　B社の例（シート７）は、正社員と非正規社員の間
で待遇差があったことへの対応例です。非正規社員の
月額の賃金が正社員の７割ぐらいの水準で、また、非

正社員と非正規社員を比較して、以下（１）から（３）の観点からみて、「全く違いがないのであれば、全ての

待遇を同じにしなければならない。

但し、少しでも違いがあれば、非正規社員に説明ができて、その相違にバランスがとれていることを前提に、

両者の待遇に違いを設けてもよい」という内容。

（１）職務内容(業務の内容と責任の程度)

（２）職務内容と配置の変更の範囲

（３）その他の事情

この法律に罰則はないが、対応を怠ると非正規社員が裁判に訴え、不法行為による損害賠償を請求されることがある

同一労働同一賃金に係るトラック運送事業での考え方

～運送会社の運転職に置き換えてみると～

（例）非正規社員（嘱託社員、パートや契約社員等）のドライ

バーの仕事が正社員ドライバーの仕事と何も変わら

ず、転勤や配置換えも変わらない場合

→非正規社員と正社員の待遇を同じにする。

「待遇」とは

賃金（基本給、各種手当）、賞与、退職金、福利厚生、

教育、など全ての処遇

（例）正社員のドライバーには、「後輩の指導業務など運転

以外に複数の業務をこなす」「配置転換命令により配

車や倉庫などの業務でも行う」などの役割を課し、非

正規社員のドライバーには「決まった仕事だけを課

す」「配置転換もしない」等の違いを設ける場合

→待遇に違いがあっても説明できる。

職務内容等とは無関係な手当（通勤手当など）や生活保障的な手当は、同じ処遇にする

シート４

同一労働同一賃金に係るトラック運送事業での判断基準の例シート５
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正規社員は賞与や退職金の支給
の対象外であったことから、正
社員と非正規社員で対応を統合
して、給与体系を一緒にしたと
いう事例です。
　C社の場合は、大手の総合物
流会社の例になります（シート
８）。大手ということもあり、
北海道から九州まで支店がある
のですが、賃金体系が都道府県
ごとに、また、ドライバー、
フォークリフト、倉庫内の作業
など職務ごとに違っていました。
それを統一するとともに、正社
員と非正規社員の取り扱いにつ
いても同様にして、全国的に統
一したという例になります。
　この例でも、職務給、資格給、
業務給、評価手当などを正社員
と非正規社員で同等にしました。

まずは正社員と有期雇用労
働者の定義を明確に

　事業者の立場からすると、従
業員からの損害賠償請求を回避
しなければなりません。中小の
事業者がほとんどですので、「ま
さかドライバーから訴えられる
とは思っていなかった」「こう
いう同一労働同一賃金の仕組み
があったことを知らなかった」
「正社員と非正規社員の待遇を同じにするということ
の意味が分からなかった」などと後悔する事業者を１
社でも多く、なくさなくてはいけません。
　そのためにもまず１点目は、正社員と有期雇用労働
者の定義を明確にする必要があると思います（シート
９）。雇用期間や職務の具体的な内容、責任の範囲、
配置の変更の有無、範囲などを、就業規則や賃金規程
で明確にする必要があります。
　２点目は、人事考課の透明化をあげたいと思います。
正社員と非正規社員の間で人事考課の方法をきちんと
定めて、両者に対して明示して説明のできる状態にし

ておかなくてはいけません。
　３点目は、先ほどから説明しているとおり、トラッ
ク業界は非常に手当が多いという実態があり、手当が
今までの判決の争点になっていたということもありま
すので、手当もきちんと見直しをして、対応しなけれ
ばなりません。最高裁の判決をふまえて、待遇差を労
使でよく議論して、対応していく必要があります。

トラック運送事業者の対応例①

【賃金体系を変更し、正社員と嘱託・契約社員の賃金体系を統合した事例】

中小企業 A社の事例
【主要な業務】冷凍・冷蔵食品の保管及び輸送

▶対応前の状況
●正社員の賃金体系が「基本給」「無事故手当」「家族手当「住宅手当」「通勤手当」「割増賃金」で構
成されていたのに対して、嘱託（定年後再雇用社員）、契約社員（1 年契約の有期雇用社員）の賃金体
系は「基本給」「職務手当」「割増賃金」のみであった。

▶対応後の状況
●業績貢献度に応じた賃金体系に変更、諸手当を整理し正社員、非正規社員の賃金体系を統合
した。

対応前 対応後

正社員 基本給、無事故手当、家族手当、
住宅手当、通勤手当、割増賃金 職務給、資格給、業績給、評価手当、

割増賃金
非正規社員 基本給、職務手当、割増賃金

【統合】

シート６

トラック運送事業者の対応例②

【就業規則に社員区分ごとの職務内容や責任・役割の定義づけを明記、
労働条件を見直した事例】

中小企業 B社の事例
【主要な業務】食品、日配品、雑貨、機械等の県内及び近県を中心とした配送

▶対応前の状況
●正社員と非正規社員（嘱託、パートタイマー）に処遇格差が存在していた

ものの、 職務内容や配置 転換の範囲の違いが不明確であった。
●非正規社員の月例賃金は正社員の約7 割の水準であった。
●非正規社員は賞与、退職金支給の対象外であった。

▶対応後の状況
●就業規則に社員区分ごとに職務内容や責任・役割を明記、さらに給与体系、福利厚生を見直した。

対応前 対応後

正社員 固定給+歩合給、無事故表彰、
無事故報奨金、日当旅費、賞与、
社内旅行への参加

固定給+歩合給、無事故表彰、
無事故報奨金、日当旅費、
賞与（非正規社員は正社員の1/4～
1/2）、社内旅行への参加非正規社員 固定給のみ（正社員の７割）

シート７
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今後も同一労働同一賃金
の 考 え 方 の バ ー ジ ョ ン
アップに努める

　まだまだ判例が少ないという
こともあり、「こう対応すれば
よい」とはまだ言えない状況で
す。
　また、各種手当については個
別のさまざまなケースがあり、
ケースによって判断が分かれる
こともありますので、今後も引
き続き、他業種の判例なども参
考にしながら、同一労働同一賃
金の考え方をバージョンアップ
させ、会員各社に理解をしてい
ただき、１件でも損害賠償を回
避できるように、正しく理解を
してもらうために取り組んでい
きたいと考えています。

まとめ

損害賠償請求を回避するために
事業者は非正規社員から待遇差の説明を求められたときは説明する義務がある

〇正社員と短時間・有期雇用労働者の定義を明記

雇用期間や職務の具体的内容と責任の範囲、配置変更の有無や範囲、賃金の決定や計算・支
払方法など就業規則、賃金規程で明確にする。

〇人事考課の透明化

正社員と短時間・有期雇用労働者の人事考課基準を明確にし、両者の差異を明示的に示すか、
考課マニュアルで説明可能な状態にする。

〇手当を中心とした賃金体系の見直し

トラック運送事業者の賃金体系は、基本給に対して様々な手当を積み上げていくケースが多く、
最高裁判決は「諸手当」を中心とした待遇差が 争点となっている。各手当の趣旨を改めて労使
で協議し、短時間・有期雇用労働者にも当てはまるか検討する。

【確認・見直しのポイント】

判例が少ないことに加え、各種手当についても個別の事情や背景の違いにより判断が分かれて
おり、当協会でも今後も引き続き、判例を整理し、更新のうえ会員事業者への周知を続ける予定。

シート９

トラック運送事業者の対応例③

【正社員と非正規社員を含めた全社統一の賃金制度へ移行した事例】

大手企業 C社の事例
【主要な業務】総合物流業

▶対応前の状況
●北海道から九州まで全国に支店があり、賃金体系が都道府県ごと、また、ドライバー、フォークリ

フト、倉庫作業等、職務ごとに多種多様な賃金体系となっていたことから、同一労働同一賃金への対
応に向けて、正社員と非正規社員の取扱いも含めて、全国的に統一する必要性があった。

▶対応後の状況
●全社の諸手当を含む賃金体系を調査、賃金体系の変更に関して各支店からの意見を聴取し、全
社統一の賃金制度へ移行した。
●全社で賃金テーブルを統一、体系をシンプルにし、「果たすべき役割」と「従事する業務」をベース

として一貫した賃金制度とし、異動範囲や異動可能性の差、担う役割の差等に応じて説明可能で合
理的な内容とした。
●正社員と非正規社員との間に存在していた待遇差を「正社員に合わせる」対応を行うことを基本

方針としたことで、人件費の総額が上昇することは事前に想定されたが、会社としてコストアップを織
り込んだうえで制度を策定した。

シート８




